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SDGs策定に関わった市民社会１
SDGs は、「ミレニアム開発目標（MDGs）」に代わ
る新たな国連の開発目標として2015年9月の国連サ
ミットにおいて採択された。この目標の正式名称には
「私たちの世界を変革する」という、強い言葉が添え
られている。気候変動、生物多様性の損失、貧困や格
差、平和や人権など、地球上のさまざまな課題に対し、
世界の誰もがこの新しい目標に向かって、各地で企業、
NGO など各ステークホルダーが参画し、力を合わせ
てこれらに取り組むことが求められているが、このよ
うな態勢になるまでに国際的な NGO・市民社会組織
による働きも一役買っていることをまず明記したい。
MDGs の後継（ポスト2015）として、2015年以降の
国際目標をどうするかという議論は2012年の国連持
続可能な開発会議（Rio＋20）前後から始まる。MDGs
ができるまでに90年代に世界各地で社会開発に関す
る国連会議があったことはここでは割愛する。国連で
は SDGs 策定プロセスが Rio＋20以降にスタートし、
以降関連の NGO によって SDGs 策定に関する情報収
集と普及啓発が行われてきた。策定プロセスには地域
ごとの準備会合などにもあり、国連機関や政府だけで
なく、多くの NGO、市民社会組織が参加し、多様な
意見、視点が盛り込まれることとなった。
2012年11月ネパールにおけるアジア太平洋地域会
合に筆者は出席したが、その時には、持続可能な開発
は国連・政府だけでは実現できず、多くのステークホ
ルダーの参画が必要という点が確認され、先住民の知
恵や島しょ国の声をしっかり反映しようという意見が
支持された。2014年9月ニューヨークでの国連総会
開催時、筆者が周辺でのサイドイベントを取材した当
時も、多様な主体（マルチステークホルダー）による
参加を促すための仕組みについて話し合うフォーラム
や、市民社会によるモニタリングの必要性について議
論する会合、政府をより市民に開かれたものにしよ
うとする取組みに関する会合など多く開催されてい
た。キーワードとして、包摂性、透明性、対話、情報
公開、マルチステークホルダープロセス、コミュニ
ティエンパワメント、透明性、ジェンダー、市民参加
などをよく見聞きした。実際の成果文書にも、前述の
ような言葉が多く盛り込まれる結果となった。ジェン
ダーやユースについても言及が多いのは、働きかけの
成果が実ったと言うことができるだろう。特に、多く
の市民社会が主張してきた内容として、不平等・格差
や地球規模の諸問題に対して、人権を基盤としたアプ
ローチを積極的に行うことや、政治的、構造的な要因
をしっかりと把握し、それらを解決するために抜本
的にガバナンスの課題について対応することなどが
挙げられる。SDGs の前文にも記述されている、この
目標を達成するための精神である“誰一人取り残さな
い（Leave no one behind）”という言葉も、市民社会
からの多くの賛同を得たことを背景に、各国からも支
持を得たものと考えられる。SDGs 策定プロセスの中
で2014年12月に発表された事務総長による統合報
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告書には6つの基本要素（Dignity、People、Planet、
Prosperity、Justice、Partnership）といった市民社会
でも強調していた要素が盛り込まれた。2015年1月
には、120カ国以上1,000を超える団体が参画する市
民運動“action/2015”が立ち上がり、各国で SDGs に
関心を寄せるようなキャンペーンが展開され、メディ
アも注目するようになっていった。
こうして、MDGs 策定時と比較して、格段に市民
社会のコミット度が高まったと言えるのが SDGs の特
徴の一つと言える。このため市民社会サイドでもオー
ナーシップが発揮され、SDGs 策定当初からも市民社
会による普及啓発が盛んに行われていくことになる。
SDGs策定後の市民社会の動き2
SDGs が採択されて以来、各国・各地で様々な動き
が始まっている。国内の市民社会においては、2017
年2月一般社団法人 SDGs 市民社会ネットワーク（略
称 SDGs ジャパン）が発足し、活動をスタートさせ
た。これは2015年まで MDGs の達成に向けて活動し
た「動く→動かす」、その後の動きとしての「ポスト
2015NGO プラットフォーム」や、アフリカ日本協議
会、国際協力 NGO センタ （ーJANIC）といった、ア
フリカ開発会議（TICAD）など主に国際協力に関わ
る NGO と、筆者の所属団体である環境パートナー
シップ会議（EPC）が場づくりなどをしてきた Rio＋
20と2010年の生物多様性条約 COP10関連の活動や、
2008年洞爺湖サミット、そして2016年伊勢志摩サ
ミットに関わった NGO、日本 NPO センターや周辺
の NPO の参加によって生まれた動きである。
現在100あまりの加盟団体によって組織され、環境
や福祉、教育、ジェンダー、ユースなど、他分野の
NGO がコミュニケーションをとりながら、政府との
意見交換や国際会議などの機会に NGO の声を届ける
などの動きを作っている。政府が発足させた「SDGs
推進本部」での「SDGs 推進円卓会議」には3名の市民
社会の代表者を送っており、政府が作成した「SDGs
アクションプラン」に対して代替案を提示するなどの
活動を行っている。また、企業、地方公共団体、消費
者団体や協同組合など日本国内の様々なセクターに働
きかけたり、各地、各界での SDGs に関するセミナー
や講演会への講師派遣を行い、SDGs をより多くの
人々に知らせ、サポートを広げるための取組みを行っ
ている。現在12のユニットと呼ばれる分科会活動も
進んでいる。（各ユニットの名称：環境、途上国開発
全般・開発資金、障害、ジェンダー、防災・災害リス
ク軽減、国内貧困・格差、ユース、地域、社会的責任、
教育、国際保健、広報　一部準備中を含む）
（一社）SDGs 市民社会ネットワークのロゴマーク
国際的な活動を展開すると同時に、国内への SDGs
の浸透も図るように各地とのネットワーキングを行っ
ている。富山や岡山、四国、東海などでは SDGs を推
進することを主とした市民社会のネットワークができ
つつある。前述のような全国的なネットワークで刺激
を受け合った各地のキーパーソン、キー団体が SDGs
を活用して地域課題を解決していこうという傾向が各
地で見られているのが最近の状況といえるだろう。地
方公共団体が SDGs に取り組むことが奨励され、政府
が「SDGs 未来都市」を選定する動きや、グローバル
企業や経団連、そして日本青年会議所や協同組合など
でも取組みが始まっていることも影響し、各地で多様
な主体と連携している NPO では SDGs 取組に拍車が
かかっているという状態である。
環境パートナーシップ会議（EPC）では SDGs 策定
へのプロセスが始まる前後から情報収集と普及啓発に
取り組んでおり、関連のウェブサイトの開設、メー
ルマガジンの発行、地域学習会や政府との意見交換
会などを開催してきた。
2016年 度 と2017年 度
に SDGs に関する解説冊
子を発行し、2018年度
には SDGs 達成に資する
ような地域事例を映像
にまとめた DVD を制作
した。これらを講演や研
修時に紹介し、各地での
普及啓発に努めている。
EPC発行の SDGs 冊子
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SDGs の普及啓発3
SDGs について概況を伝えるとともに、その精神や
ポイントとして伝えていることがいくつかある。
一つは、前文でも明記されている「誰一人取り残さ
ない」という点である。前述したように市民社会でも
大事な要素として働きかけを行ってきた。貧困や格差
に悩まされたり、脆弱な地域、劣悪な状態で暮らして
いるなど、社会の中で追いやられた人たちへまず目を
向けることを目指している。これまで国連機関や民間
事業者による政策や資金が及ばないような地域におい
て国際協力の NGO が草の根の活動を続けてきた知見
が生かされることが期待されている。
次の点は、SDGs の重要なキーワードとしての5つ
の P「People（人間）」「Planet（地球）」「Prosperity（豊
かさ）」「Peace（平和）」「Partnership（パートナーシッ
プ）」であり、SDGs を底で支える価値観となっている。
これは前述の2014年に発表された事務総長統合報告
書に書かれた6つの基本要素がベースになっている。
そして、正式名称にも添えられている、「私たちの
世界を変革する（Transforming Our World）」という
言葉である。現世は、社会・経済システムの文明史的
変革期であり、サステナビリティ革命が必要だという
投げかけであり、大量生産・大量消費のワンウェイの
経済社会から脱却し、循環型の社会への転換への移行
を呼びかけている。NGO の多くが従来から訴えてい
る“物質的欲求から質的欲求”や、“私有から共有”（シェ
アリングエコノミー）へなどのメッセージに通じるこ
とを主流化させる機運を表していると言えるだろう。
既存のあり方、考え方を壊し、それぞれのセクターが
持続可能な社会のために何ができるか、真剣に考え・
創造する時期を SDGs 時代と呼ぶことができるだろ
う。
これらを包括するように、SDGs の前文にも以下の
ように記されている。
「すべての国及びすべてのステークホルダーは、協同
的なパートナーシップの下、この計画を実行する。我々
は、人類を貧困の恐怖及び欠乏の専制から解き放ち、
地球を癒やし安全にすることを決意している。我々は、
世界を持続的かつ強靱（レジリエント）な道筋に移行さ
せるために緊急に必要な、大胆かつ変革的な手段をと
ることに決意している。我々はこの共同の旅路に乗り
出すにあたり、誰一人取り残さないことを誓う。」
SDGs ができるまでの背景4
SDGs の前身である MDGs の中の貧困に関するター
ゲット（極度の貧困人口の割合を1990年比で半減）
は2010年に達成、2015年には1/3になったが、今な
お約8億人（世界人口の9人に1人）が栄養不良状態で
あり、5歳未満児死亡率は1/3削減達成までは至らず、
妊産婦死亡率は1/4削減達成までは至っていない。環
境の持続可能性については、進展があるものの、CO2
排出増大、森林や水産資源の減少等、課題を多く残し
ていることから、SDGs には多くの環境関連目標が挙
げられた。地球温暖化の影響で干ばつが各地で発生
し、水不足や農作物の収穫量低下が食糧不足、そして
飢餓を生み出す要因になっている。2010−2012年
のアフリカにおける干ばつでは、1200万人以上が食
料不足に陥った（ソマリア370万人、ケニア350万人、
エチオピア460万人など）。農地・牧草地、水を求め、
大規模な人・家畜の移動が発生し、限られた資源をめ
ぐる紛争の原因になるのである。シリアの内戦もその
背景には温暖化の影響があるというレポートもある。
人命を救っても戦争がまた犠牲者を出し、食糧増産し
ても自然災害で農業に打撃を与え、健康を守っても異
常気象で健康被害が起こるというような負の連鎖が止
まらない状況の中、SDGs は考案された。
SDGs に掲げられている現社会の課題は複雑に関連
しているため、市民社会が持つ知見やネットワークを
駆使して、縦割り行政や企業の利害関係などの壁を越
えて課題に対応することが期待されており、またそう
することで SDGs 達成に近づける意義があるだろう。
世界に先駆けて少子高齢化や過疎化が進む日本は、世
界各国、特に経済発展途上国がこれから経験する課題
が山積している「課題先進国」である。社会にある課
題を早く明確に抽出し、解決に向けて政策提案したり、
具体的な行動ができる NGO の存在が必要だ。また、
公害克服の経験と同様に、日本の経験は国際協力にも
生かせるだろう。
SDGs では気候変動、循環型社会、生物多様性につ
いてもそれぞれのゴール設定があるが、他の課題と同
様に、既存の条約や目標を尊重、推奨したかたちで取
り組むことが求められている。特に環境問題は、温暖化、
生態系の損失によって社会・経済インフラに悪影響を及
ぼし、貧困、飢餓、紛争など別の問題を引き起こすこと
から、すべての問題の基盤として取り組む必要がある。
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SDGs 達成に向けた各主体の取組み5
各ステークホルダーの SDGs 達成に向けたアクショ
ンの事例としては、筆者の団体が発効した冊子を参
照していただきたいが、政府が主催した「ジャパン
SDGs アワード」の各賞を受賞した諸団体についても
参考になるだろう。
第1回の総理大臣賞は北海道下川町、第2回は日本
フードエコロジーセンターが受賞している。市民社会
セクターでは第1回に NPO 法人しんせいによる障が
い者の就労向上、パルシステム生活協同組合連合会に
よる消費行動や女性支援のしくみなどが参考となるだ
ろう。内閣官房長官賞のパルシステム生活協同組合連
合会では、価格だけではない社会性や環境面の価値に
よって商品を選択したり生産者やメーカーと直接触れ
合える機会を増やしたり、食料廃棄を減らす活動や女
性の多い生協組合員や職員等が民主的かつ実効的に運
営している点が評価された。
SDGs の活用法としては、地方公共団体や企業との
共通言語としてコミュニケーションを図る、社会にあ
る問題の全体像をつかもうとする時に参考にする、な
どが挙げられる。またその効果としては、取組んでい
る活動や関心ごとと他の社会、世界とのつながりが見
える、活動に新しさを加味できる、活動のパートナー
を増やす機会となる、など想定できる。また SDGs を
達成に向けて取り組むプロセスでの学びは ESD（持
続可能な開発のための教育）として普及されることが
期待される。
SDGs 達成に資する市民社会の動き6
国際社会では、ISO26000が、企業だけでなく全て
の組織に関わる規格として「組織の社会的責任 Social 
Responsibility」に関して規格として発展し、またそれ
らの議論をするために、NGO、政府、産業界、消費
者団体、労働組合、専門家などによる「マルチ・ステー
クホルダー」による合意形成のあり方が主流化してき
ており、それに呼応する NGO もできてきた。「社会的
責任向上のための NPO/NGO ネットワーク（NN ネッ
ト）」は、NPO/NGO の自発的な参画と連携を通じて、
セクター間の対話を促進し、市民セクターの定着と社
会的な位置づけの向上を目指すとともに、あらゆる組
織が社会的責任と信頼を高めることを目指し2008年
5月に発足した。ISO26000の勉強会、ISO/SR に対
する国内委員会や国際会議への参加や SDGs 推進のた
めの会合参加など、ネットワークの活動を担っている。
1997年の温暖化防止京都会議（COP3）をきっか
けに気候変動に関するネットワーク組織「気候ネッ
トワーク」が発足したことや、2010年の生物多様性
COP10を契機に「国連生物多様性の10年市民ネット
ワーク」が発足するなど、これまで大きな国際会議を
契機に、その課題に関連した NGO のネットワークが
発足し、その後の活動を継続している。こうした動
きも背景にもちつつ、2015年6月にはあらゆる課題
に取り組む環境 NGO の連合体として、「グリーン連合
（Green Alliance Japan）」が発足した。これまで様々
な団体が積み重ねてきた経験と英知を結集し、危機的
状況にある地球環境を保全し持続可能で豊かな社会構
築に向けた大きなうねりを作ろうと目指し、市民版環
境白書を発刊したり、環境省との意見交換会を行って
いる。現在、日本各地の84団体が加盟している。
サステナビリティがキーワードの一つに掲げられて
いる2020年の東京オリンピック・パラリンピックに
関しては、持続可能な大会とすることをきっかけに
日本や世界の持続可能な社会づくりにつなげるよう
に関係団体や企業に働きかけていくことを趣旨とし
た NGO/NPO のネットワーク「持続可能なスポーツ
イベントを実現する NGO/NPO ネットワーク（略称
SUSPON：サスポン）が2016年に発足した。SDGs
の前文には「スポーツも持続可能な開発における重要
な鍵となる」と記されていることから、スポーツを通
じた SDGs 達成に期待を向けている。（一財）地球・人
間環境フォーラムが事務局を担い、筆者は副代表を務
めている。現在、持続可能な調達や、ボランティア、
生物多様性などテーマごとの分科会を設け、提案や実
践活動を行っている。またユースの動きも盛んになっ
てきており、SUSPON ユースの他、「学生団体おりが
み」などを含む東京2020大会に向けて活動する若者
のプラットフォーム「Project Y-ELL 2020」も発足し、
活動している。
3947
特
 集
ＳＤＧ
Ｓ
最前線
SUSPONが発行したボランティア活動に関する冊子
目指すべき社会像に必要な“パートナーシップ”7
1992年の地球サミットで示された、「アジェンダ
21」の文章には“NGO の役割の強化”の他に、“多様
なセクターの参加”が書かれており、市民参加とパー
トナーシップの方向性が約束された。これを受けて日
本では、持続可能な開発と環境問題への取組みの一環
として、環境庁（当時）が国連大学と共同で「地球環
境パートナーシッププラザ（GEOC）」を1996年10月
に開設、地球環境に関する環境情報とパートナーシッ
プの拠点を定めた。行政や企業、NPO の環境取組み
に関するセミナー・シンポジウムの開催、持続可能な
開発、環境に関する書籍・資料を所蔵したライブラリー
機能、パートナーシップ情報の発信、相談対応、協働
取組促進事業や国連大学との連携で国際プロジェクト
の実施などを行っており、筆者の団体が運営に携わっ
ている。SDGs 達成に向けてのキーワードの一つであ
る“パートナーシップ”の推進を主事業としているた
め、SDGs の普及にもいち早く取り組み、現在も展示
やセミナーなどを続けている。
GEOCでの環境政策対話の会合
開設から10年目以後は、各地の環境パートナーシッ
プ拠点づくりに取り組み、現在8箇所（札幌、仙台、
東京、名古屋、大阪、広島、高松、熊本）に環境パー
トナーシップオフィス（地方 EPO）が設置されており、
各地域の NPO をはじめ環境保全活動に関わる方たち
とのパートナーシップ事業や ESD 事業の推進に取り
組んでいる。それぞれの地域に拠点を置く NPO が環
境省地方環境事務所との協働のもとで運営団体として
運営委員会や協議会を設置して運営に携わり、地域の
パートナーシップ拠点として機能している。
2018年4月に閣議決定された「第五次環境基本計
画」には、「地域循環共生圏」という言葉が提示されて
いる。各地域がその特性・強みを発揮して地域資源を
活かし、自立・分散型の社会を形成したり、地域の特
性に応じて補完し、支え合うあり方を指している。こ
の共生圏の創造を通じて持続可能な循環共生型の社
会、いわゆる“環境・生命文明社会”の実現を、今後
目指すべき姿として本計画では掲げており、その計画
のアプローチ方法として、幅広い関係者との“パート
ナーシップの充実・強化”を明記している。
地球規模と国内の環境問題が関係しあい、福祉や教
育、人権など他の課題とも複雑に関連しあっている現
状においては、単体の組織やセクターでは解決できな
いことがほとんどである。それぞれの団体が協力し合
い、諸課題を解決できるように、団体同士のパートナー
シップが推進され、同時に企業や政府など、他セクター
とのパートナーシップも進んでいくことで、環境問題
の解決が円滑に進むことが期待されている。資源を持
ち寄り、役割分担し、対等な立場で課題解決にのぞむ
パートナーシップ型の社会がこれからさらに必要であ
り、SDGs でもそう示されている。また、SDGs の理
念として掲げられている「誰一人取り残さない」を実
現するためには、市民の声を反映させ、政府や企業に
働きかける NGO 活動が必要である。このために情報
公開と市民参加を進めるよう行政に働きかけたり、生
活者として企業の生産活動に提案したり、他分野の
NGO や地域課題に取り組む住民組織などとも連携し
ながら、複合的に活動していくことが今後より一層求
められるだろう。
